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評価調査結果要約表 
Ⅰ．案件の概要 
国名：  インドネシア共和国 案件名：地方貿易研修・振興センタープロジェクト 

分野： 民間セクター開発－貿易･投資

促進 
援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署： 協力金額（評価時点）：386,281 千円 
 

経済開発部 第一グループ（経済政策・

民間セクター）貿易・投資・観光チーム 相手国実施機関：商業省輸出振興庁（NAFED） 
協力期間 (R/D)： 2002 年 2 月  日本側協力機関：JICA、JETRO、AOTS 

 

4 年間（2002.7 – 2006.6） 

他の関連協力：JICA-Net プロジェクト実施促進研修、ア

グリビジネス中小企業支援に関する国別特設研修、「イン

ドネシア国電気系ポリテクニック教員養成計画プロジェク

ト」、シニア海外ボランティア派遣 
1 協力の背景と概要 

インドネシア国は 1997 年の経済危機後の経済再生のために、非石油・ガス部門の輸出競争力強化と、企業数・雇

用割合の面で産業の中で高い比率を占める中小企業の振興を重要視している。輸出振興と中小企業振興は、

2001～2004 年のインドネシア国家開発計画（PROPENAS）においても重点プログラムとして位置づけられてい

る。この政策に対する支援の一環として、JICA はこれまでインドネシア貿易研修センター（IETC）を実施機関とし

て、「貿易研修センター協力事業」（フェーズ 1、1988～1993 年）による貿易研修、商業日本語、輸出検査、展示研

修の 4 分野における協力を行ってきた。さらに「貿易セクター人材育成計画」（フェーズ 2、1997～2002 年）による

貿易研修プログラムの企画・運営能力向上のための協力を行ってきた。これらの協力は高く評価されているが、ジャ

カルタ以外の地方からの参加者は限られている。そこで近年地方分権化を進めているインドネシア国政府は、地方

都市数カ所（その後スラバヤ、メダン、マカッサル、バンジャルマシンの４ヶ所に設立）に「地方貿易研修・振興センタ

ー（RETPC）」を設立し、これまでの IETC での成果を地方に展開することを目的とした技術協力プロジェクトを要請

してきた。こうした経緯に基づき、2002 年 7 月より、IETC の上部機関である商業省輸出振興庁（NAFED）をカウン

ターパート（以下 C/P）機関として、「モデルとなる RETPC が各地方の中小企業に対して貿易研修、貿易情報、及

び貿易振興サービスを提供すること」をプロジェクト目標と設定した 4 年間の協力を実施しており、現在、3 名の日本

人長期専門家（チーフアドバイザー、貿易振興のためのマーケティング、業務調整）を派遣中である。これまでの間

には、上記長期専門家の他に、展示場、図書館、IT の短期専門家の他、インドネシア国の主要産業である、加工

食品、家具、ハンディクラフトの専門家も派遣し、分野毎の中小企業に対して直接セミナー及び個別のコンサルテ

ーションを実施した。また、専門家派遣に加え、RETPC 職員、民間企業を本邦で研修し、輸出振興能力向上を図

った。 

2 協力内容 
(1) 上位目標： 
  RETPC 設立地域の中小企業の輸出を促進する。 
(2) プロジェクト目標： 

モデル RETPC（スラバヤ、メダン、マカッサル、バンジャルマシン）が、貿易研修・貿易情報/振興サービスを地域の

中小企業に提供する。 
 各 RETPC の正式名称は RETPC 東ジャワ州、RETPC 北スマトラ州、ＲＥＴＰＣ南スラウェシ州、RETPC 南カリマンタン州である。 

(3) アウトプット： 
1) 各 RETPC において、貿易研修・情報/振興サービスを提供するためのプロジェクト運営実施体制が、プロジェ

クト・チーム(NAFED/IETC から 7 名の管理 C/P、NAFED/IETC からそれぞれ 14 人ずつ技術 C/P が配置

されている)との協力により、確立される。 
2) RETPC の C/P が貿易研修サービスの運営・管理に習熟する。 
3) RETPC 及びプロジェクト・チームの C/P が、貿易研修サービスのための IT 利用（遠隔研修を含む）に習熟す

る。 
4) RETPC 及びプロジェクト・チームの C/P が、貿易情報・振興サービス（常設展示、ミニ・リソース・センター、及

びオフライン情報発信）の運営・管理に習熟する。 
5) RETPC 及びプロジェクト・チームの C/P が貿易情報・振興サービスにおける IT 利用（バーチャル見本市、ウ

ェブ上のビジネス・マッチング等）に習熟する。  
6) プロジェクト・チームの C/P が RETPC の能力形成プログラムを他地域で繰り返すためのノウハウを獲得する。
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(4) 投入（評価時点） 
日本側： 
長期専門家派遣 5 名   研修員受入 本邦研修 65 名(C/P22、中小企業・州政府関係者 41) 

第三国研修 8 名 
短期専門家派遣 17 名   機材供与 72,790 千円 
  ローカルコスト 31,092 千円 
相手国側： 
ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ配置 中央政府 35 名  

州政府   52 名 
ローカルコスト負担 
(但 2005 年 12 月迄)

中央政府 11,653 百万ルピア 
州政府    8,610 百万ルピア 

Ⅱ．評価調査団員の概要 
調査者 団長/総括  永江勉  JICA 経済開発部 第一グループ 貿易・投資・観光チーム長 

貿易振興評価  長田榮一  日本貿易振興機構（JETRO）貿易開発部 主幹 
貿易研修評価  三田昌孝  財団法人太平洋人材交流センター専務理事 
評価管理  五月女淳  JICA 経済開発部 第一グループ 貿易・投資・観光チーム 
評価分析  広内靖世  株式会社国際開発アソシエイツ 

調査期間 2006 年 2 月 21 日～2006 年 3 月 10 日 評価の種類：終了時評価 
Ⅲ．評価結果の概要 

1. 実績の確認 
(1) アウトプット 

1) 評価時点で RETPC4 ヶ所に合計 55 名の C/P（プロジェクト・チームから 3 名を含む）が配置されている。2005
年度(「イ」国会計年度)の州政府予算は合計 1,801 百万ルピアで、RETPC の自己収入は合計 170 百万ルピ

アであった。また、プロジェクト・チームに対しては月例活動報告書を提出しており、プロジェクト・チームと全

RETPC の参加する会議が年 2 回行われている。 
2) RETPC の研修コース・プランナー（研修部の C/P）への研修は、2003 年 12 月に 5 日間実施された。中小企

業の研修ニーズ調査は、RETPC がソーシャライゼーション・ワークショップを開いたときに質問票を通して行

われている。またこの質問票を通じて、研修部の C/P と研修講師は研修評価のために会合を行っている。

RETPC は研修教材を地域の事情を考慮にいれて作成している。コース・プランナーのための 2 タイプの研

修プログラム（「コース管理」と「コース内容」）は合計 38 回実施された。中小企業に対する対面研修プログラム

は 2005 年末までに合計 73 回行われた。トピックには輸出手続き、品質管理、市場情報等が含まれる。 
3) RETPC 及びプロジェクト・チームの C/P 合計 36 名が、研修サービス用 IT 機器の操作・保守の研修を受け

た。RETPC において、2 種類の研修プログラムが中小企業に提供された（遠隔研修合計 21 回、PC を利用し

たインターネット研修合計 22 回）。遠隔研修のトピック数は延べ 39 である。研修用 IT 機材のマニュアルは、

業者提供の操作・保守マニュアル（インドネシア語）があるほか、遠隔研修のための操作技術マニュアル（イン

ドネシア語）が作成された。 
4) RETPC とプロジェクト・チームの C/P 合計 23 名が貿易情報の作成・普及の訓練を受け、31 名がミニ・リソー

ス・センター（ミニ図書館）管理の訓練を受けた。機材の操作・保守マニュアル、及びミニ・リソース・センター（ミ

ニ図書館）のマニュアルは作られている。機材（ミニ図書館用 PC）の利用頻度は毎就業日で、保守状況は良

好。新規書籍、雑誌、ニュースレター、刊行物のリストは各 RETPC で作成されている。 
5) RETPC とプロジェクト・チームの C/P 合計 22 名が貿易情報・振興サービスのための IT 操作・保守の訓練を

受けている。RETPC は、NAFED の HP にリンクされた自身の HP を通して IT を利用した情報・振興サービ

スを中小企業に提供している。HP 管理のためのマニュアルが策定されている。 
6) 「RETPC の管理体制」のマニュアルは策定ずみ。他地域に RETPC を設立するためのマニュアルは、プロジ

ェクト終了までに策定する予定である。プロジェクト・チームのすべてのC/Pは、OJTにより、RETPCの能力形

成プログラムを他地域で繰り返すための訓練を受けている。 
(2) プロジェクト目標 

研修分野では、2005 年末までに、中小企業からの受講者 2,999 人が RETPC の貿易研修を受けている。研修を

利用した中小企業の 22.5%が研修目的で再び RETPC を利用している。貿易情報分野では、毎日平均 295 の利用

者が NAFED の HP にアクセスしている。貿易振興分野では、半年に 278 社の中小企業がバーチャル見本市に参

加し、半年に 59 社の中小企業が RETPC の常設展示（ミニ・ディスプレイ）に参加している。自立発展性という点で

は、RETPC の総歳入に占める州政府予算の割合は、2005 年度末（インドネシア会計年度）において、東ジャワ州で

10.3%、北スマトラ州 3.2%、南スラウェシ州 14.8%、南カリマンタン州 9.3％であった。 
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(3) 上位目標 
上位目標レベルのインパクトが既にある程度見受けられ、RETPC の提供するサービスは既に、中小企業の輸出振

興に貢献し始めていることが確認された。実際に輸出に成功した事例も出現している。 
(４) 投入計画と実行 

質問票・インタビューの結果及び各 RETPC の活動記録から判断すると、各アウトプットはほぼ達成されている。日

本側の投入は計画通りで、その質・量・タイミングは全体的に適切であった。インドネシア側の投入も全体的に計画通り

であり、タイミング・質・量はほぼ適切であった。一部の地域で投入などの遅れが見られたが、日本側・インドネシア側双

方の努力により、アウトプットの達成に大きな負の影響をもたらすことにはならなかった。 
 

2. 5 項目評価 
(1) 妥当性 

インドネシア国において、中小企業は企業数・雇用割合の面で非石油・ガス産業の中で高い比率を占め中小企業

振興及び輸出振興は 2005～2009 年のインドネシア国の国家開発計画、及び「ODA 大綱」・「対インドネシア国別援

助計画（2004 年）」において重要視されている。輸出振興を担う NAFED 及び輸出を実際に行う中小企業等の人材

育成を実施する IETC の組織的ニーズにも合致している。本プロジェクトの妥当性は高いと言える。 

(2) 有効性 
RETPC の全てのモデルは中小企業へのサービスを既に提供しており、指標についてもその実績は計画値を既に

達成している。東ジャワ州、北スマトラ州、及び南スラウェシ州の RETPC（2002 年 9 月、2004 年 4 月、及び 2004 年

6 月設立）においては、州政府（DINAS）の C/P は、プロジェクト・チームから必要な支援を受けながら、彼ら自身で活

動を行っている。2005 年 2 月に設立された RETPC 南カリマンタン州では、プロジェクト・チームの技術 C/P の全面

的支援を受けながら活動を実施している。また、各アウトプットのプロジェクト目標の達成に十分貢献している。プロジ

ェクト目標の順調な達成度合い、及び各アウトプットのプロジェクト目標の貢献度から、有効性は確保されたといえる。

(3) 効率性 
   日本側の投入は計画通りで、その質・量・タイミングは全体的に適切であった。インドネシア側の投入も全体的に

計画通りであり、タイミング・質・量はほぼ適切であった。ただし、東ジャワ州以外の 3 州では、州政府による RETPC 建

物・施設の整備が、手続き及び建物改修の遅延によって遅れた。北スマトラの場合は、2004 年度と 2005 年度（インド

ネシアの会計年度）の予算執行が遅れた。これらの遅れは、日本側・インドネシア側双方の努力により、アウトプットの

達成に大きな負の影響をもたらすことにはならなかった。 

 (4) インパクト 
中小企業への質問票及びインタビュー結果によれば、上位目標レベルのインパクトが既にある程度見受けられ、

RETPC の提供するサービスは既に、中小企業の輸出振興に貢献し始めていることが確認された。多くの中小企業

は RETPC の研修で得た知識・技術等をビジネスに適用しており、一部の中小企業は外国・地元バイヤーとコンタクト

を取り始め、既にサンプルを送っている。実際に輸出に成功した事例も徐々に出現してきている（インド・ヤサイ社

等）。また、RETPC の同窓生はネットワークを形成し、マーケット情報を共有し、RETPC から得た知識を広めている。

(5) 自立発展性 
自立発展性は、財政面でUPTDステータス1の取得による予算確保と自己収入の獲得が今後期待され、技術面に

おいてもNAFED/IETCの継続的支援を含めて中小企業へのサービス向上が期待できる。総合的に自立発展性の

見込みは高いと考えられる。 
財政面では、RETPC が UPTD のステータスを取得すれば州政府からの予算確保、また貿易サービスの提供が可

能となり自己収入を得ることができるようになる。州政府は UPTD ステータスの重要性を理解し、州知事と議会に

UPTD 取得のプロポーザルを提出する計画を有しており、取得の見込みは高いと考えられる。 
技術面では、NAFED 及び IETC は、関連活動を自ら運営管理し、RETPC に技術移転をするための十分な能力

を身につけた。RETPC の多くの地域では、州政府からの C/P の技術能力は徐々に向上してきた。技術 C/P が引き

上げて以降、彼らは活動を自分たちで計画・実施・モニタリング・評価してきた。プロジェクト終了後、RETPC は IT 機

材を保守するための予算及び技術能力不足などの課題を抱えているが、一部地域では中小企業へのサービスを

NAFED/IETC からのサポートをほぼ受けずに提供できる見込みである。今後もまた NAFED と IETC からの継続的

                                                 
1 UPTD(Unit Pelaksana Teknis Daerah)とは州政府認定の地方技術実施ユニットのことを示す。UPTD 取得することで、RETPC は州政府

傘下機関として貿易サービスを提供し自己収入を獲得でき、将来的に独立運営が可能となる。 
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支援と RETPC 内の良好なコミュニケーションが必要であり、実際に NAFED/IETC は RETPC の活動を支援する職

員の能力強化を計画しており、継続的支援が見込まれる。 
 

3. 効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること 

NAFED は非石油製品の輸出発展のための活動を調整・実施するための機関であり、IETC は NAFED 傘下の

貿易研修の実施機関である。プロジェクトは、ターゲット受益者が同じ（＝中小企業）である両者の活動が十分連携さ

れるようにデザインされており、相乗効果がもたらされている。また、RETPC レベルでは、研修及び情報/振興機能が

一つ屋根の下に設置されており、地域の中小企業に対し、統合的サービスを提供する大きな機会となっている。 
(2) 実施プロセスに関すること 

・プロジェクト内部、及びプロジェクトと州政府(DINAS)の円滑なコミュニケーション。 
プロジェクトチーム内の円滑なコミュニケーションは、RETPC 設立にかかるサポート体制構築に貢献してきた。 
中央政府から派遣された技術 C/P と州政府 C/P との間で円滑なコミュニケーションを実現し、技術 C/P が中央政府

に戻った RETPC では、追加的なサポートを得るため、引き続き連絡をとっている。 
・プロジェクト内部モニタリング体制の確立。 
プロジェクトチームは NAFED において毎週会合を開いている。これらの会合は、活動計画の全体的な進捗を議論

するなど、プロジェクト進展管理に貢献してきた。 
 

4. 問題点及び問題を惹起した要因 
アウトプットの指標は一部さらに整理し見直す必要があったことから、プロジェクト・チーム及び評価調査団により同

見直しを行い、PDM 策定時に意図していた判断基準を明確にすることで、十分な評価を実施することができた。 
 
5. 結論 
 本プロジェクトは、順調に目標を達成する見込みであり、計画通り、2006 年 6 月に終了する。 
 
6. 提言 
上記の評価結果より、以下の提言を行う。 
a. 中小企業へのサービス向上 

各々の地域の中小企業の現状に合ったサービス提供を行うために、定期的にニーズ調査を行い、常に最新のニー

ズを把握し事業を検討していく必要がある。また、インドネシア国や各地域のリソースを活かし、中小企業輸出振興の

知見を持つ機関や講師などを活用していく必要がある。さらに成果を出すために、モニタリングとフォローアップが求め

られる。 
b. NAFED/IETC の継続的支援体制の確立と UPTD ステータスの取得 
  RETPC の自立発展を促すためにも中央政府、特に NAFED/IETC からの継続的な協力が必要となる。

NAFED/IETC は RETPC 支援のための予算確保はできるとのことであるため、恒常的にバックアップできるような体

制を構築することが中央政府に必要である。一方で、自己収入確保のために UPTD ステータスの取得が急務である。

c. ＲＥＴＰＣ及び NAFED/IETC における IT 機材保守のための予算確保と C/P 能力向上 
  IT 機器の操作・保守費の予算不足であり、十分な予算が措置される必要がある。また、RETPC/NAFED の職員

で機材操作の技術を十分に有していない者もおり、研修やインドネシア語のマニュアルなどが必要である。 
 
7. 本プロジェクトからの教訓  
(1) 地方分権化における中央政府と州政府の協力のあり方 

州政府の強いリーダーシップと中央政府のきめ細かい支援との融合は、プロジェクトを成功へと導く。本プロジェクト

で、州政府は土地、建物の設備、RETPC のスタッフ及び活動経費を負担し、中央政府は RETPC 支援要員の派

遣、活動経費等の一部負担を行なった。両政府の密接な協力関係の下、プロジェクト運営が行われたことが、本プロ

ジェクト成功の大きな要因であった。 
(2) 貿易研修サービスと貿易情報・振興サービスの統合の有効性 

多くの国々で地方分権化が推進されている中で、地方に RETPC のように貿易研修サービスと貿易振興サービス

の二つのサービスを統合し、相乗効果を生み出すサービスを実施する政府機関は稀であり、このプロジェクトから学

ぶべき点が多いと思われる。 
以 上
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評価調査結果要約表 
Ⅰ．案件の概要 
国名：  インドネシア共和国 案件名：地方貿易研修・振興センタープロジェクト 

分野： 民間セクター開発－貿易･投資

促進 
援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署： 協力金額（評価時点）：386,281 千円 
 

経済開発部 第一グループ（経済政策・

民間セクター）貿易・投資・観光チーム 相手国実施機関：商業省輸出振興庁（NAFED） 
協力期間 (R/D)： 2002 年 2 月  日本側協力機関：JICA、JETRO、AOTS 

 

4 年間（2002.7 – 2006.6） 

他の関連協力：JICA-Net プロジェクト実施促進研修、ア

グリビジネス中小企業支援に関する国別特設研修、「イン

ドネシア国電気系ポリテクニック教員養成計画プロジェク

ト」、シニア海外ボランティア派遣 
1 協力の背景と概要 

インドネシア国は 1997 年の経済危機後の経済再生のために、非石油・ガス部門の輸出競争力強化と、企業数・雇

用割合の面で産業の中で高い比率を占める中小企業の振興を重要視している。輸出振興と中小企業振興は、

2001～2004 年のインドネシア国家開発計画（PROPENAS）においても重点プログラムとして位置づけられてい

る。この政策に対する支援の一環として、JICA はこれまでインドネシア貿易研修センター（IETC）を実施機関とし

て、「貿易研修センター協力事業」（フェーズ 1、1988～1993 年）による貿易研修、商業日本語、輸出検査、展示研

修の 4 分野における協力を行ってきた。さらに「貿易セクター人材育成計画」（フェーズ 2、1997～2002 年）による

貿易研修プログラムの企画・運営能力向上のための協力を行ってきた。これらの協力は高く評価されているが、ジャ

カルタ以外の地方からの参加者は限られている。そこで近年地方分権化を進めているインドネシア国政府は、地方

都市数カ所（その後スラバヤ、メダン、マカッサル、バンジャルマシンの４ヶ所に設立）に「地方貿易研修・振興センタ

ー（RETPC）」を設立し、これまでの IETC での成果を地方に展開することを目的とした技術協力プロジェクトを要請

してきた。こうした経緯に基づき、2002 年 7 月より、IETC の上部機関である商業省輸出振興庁（NAFED）をカウン

ターパート（以下 C/P）機関として、「モデルとなる RETPC が各地方の中小企業に対して貿易研修、貿易情報、及

び貿易振興サービスを提供すること」をプロジェクト目標と設定した 4 年間の協力を実施しており、現在、3 名の日本

人長期専門家（チーフアドバイザー、貿易振興のためのマーケティング、業務調整）を派遣中である。これまでの間

には、上記長期専門家の他に、展示場、図書館、IT の短期専門家の他、インドネシア国の主要産業である、加工

食品、家具、ハンディクラフトの専門家も派遣し、分野毎の中小企業に対して直接セミナー及び個別のコンサルテ

ーションを実施した。また、専門家派遣に加え、RETPC 職員、民間企業を本邦で研修し、輸出振興能力向上を図

った。 

2 協力内容 
(1) 上位目標： 
  RETPC 設立地域の中小企業の輸出を促進する。 
(2) プロジェクト目標： 

モデル RETPC（スラバヤ、メダン、マカッサル、バンジャルマシン）が、貿易研修・貿易情報/振興サービスを地域の

中小企業に提供する。 
 各 RETPC の正式名称は RETPC 東ジャワ州、RETPC 北スマトラ州、ＲＥＴＰＣ南スラウェシ州、RETPC 南カリマンタン州である。 

(3) アウトプット： 
1) 各 RETPC において、貿易研修・情報/振興サービスを提供するためのプロジェクト運営実施体制が、プロジェ

クト・チーム(NAFED/IETC から 7 名の管理 C/P、NAFED/IETC からそれぞれ 14 人ずつ技術 C/P が配置

されている)との協力により、確立される。 
2) RETPC の C/P が貿易研修サービスの運営・管理に習熟する。 
3) RETPC 及びプロジェクト・チームの C/P が、貿易研修サービスのための IT 利用（遠隔研修を含む）に習熟す

る。 
4) RETPC 及びプロジェクト・チームの C/P が、貿易情報・振興サービス（常設展示、ミニ・リソース・センター、及

びオフライン情報発信）の運営・管理に習熟する。 
5) RETPC 及びプロジェクト・チームの C/P が貿易情報・振興サービスにおける IT 利用（バーチャル見本市、ウ

ェブ上のビジネス・マッチング等）に習熟する。  
6) プロジェクト・チームの C/P が RETPC の能力形成プログラムを他地域で繰り返すためのノウハウを獲得する。
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(4) 投入（評価時点） 
日本側： 
長期専門家派遣 5 名   研修員受入 本邦研修 65 名(C/P22、中小企業・州政府関係者 41) 

第三国研修 8 名 
短期専門家派遣 17 名   機材供与 72,790 千円 
  ローカルコスト 31,092 千円 
相手国側： 
ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ配置 中央政府 35 名  

州政府   52 名 
ローカルコスト負担 
(但 2005 年 12 月迄)

中央政府 11,653 百万ルピア 
州政府    8,610 百万ルピア 

Ⅱ．評価調査団員の概要 
調査者 団長/総括  永江勉  JICA 経済開発部 第一グループ 貿易・投資・観光チーム長 

貿易振興評価  長田榮一  日本貿易振興機構（JETRO）貿易開発部 主幹 
貿易研修評価  三田昌孝  財団法人太平洋人材交流センター専務理事 
評価管理  五月女淳  JICA 経済開発部 第一グループ 貿易・投資・観光チーム 
評価分析  広内靖世  株式会社国際開発アソシエイツ 

調査期間 2006 年 2 月 21 日～2006 年 3 月 10 日 評価の種類：終了時評価 
Ⅲ．評価結果の概要 

1. 実績の確認 
(1) アウトプット 

1) 評価時点で RETPC4 ヶ所に合計 55 名の C/P（プロジェクト・チームから 3 名を含む）が配置されている。2005
年度(「イ」国会計年度)の州政府予算は合計 1,801 百万ルピアで、RETPC の自己収入は合計 170 百万ルピ

アであった。また、プロジェクト・チームに対しては月例活動報告書を提出しており、プロジェクト・チームと全

RETPC の参加する会議が年 2 回行われている。 
2) RETPC の研修コース・プランナー（研修部の C/P）への研修は、2003 年 12 月に 5 日間実施された。中小企

業の研修ニーズ調査は、RETPC がソーシャライゼーション・ワークショップを開いたときに質問票を通して行

われている。またこの質問票を通じて、研修部の C/P と研修講師は研修評価のために会合を行っている。

RETPC は研修教材を地域の事情を考慮にいれて作成している。コース・プランナーのための 2 タイプの研

修プログラム（「コース管理」と「コース内容」）は合計 38 回実施された。中小企業に対する対面研修プログラム

は 2005 年末までに合計 73 回行われた。トピックには輸出手続き、品質管理、市場情報等が含まれる。 
3) RETPC 及びプロジェクト・チームの C/P 合計 36 名が、研修サービス用 IT 機器の操作・保守の研修を受け

た。RETPC において、2 種類の研修プログラムが中小企業に提供された（遠隔研修合計 21 回、PC を利用し

たインターネット研修合計 22 回）。遠隔研修のトピック数は延べ 39 である。研修用 IT 機材のマニュアルは、

業者提供の操作・保守マニュアル（インドネシア語）があるほか、遠隔研修のための操作技術マニュアル（イン

ドネシア語）が作成された。 
4) RETPC とプロジェクト・チームの C/P 合計 23 名が貿易情報の作成・普及の訓練を受け、31 名がミニ・リソー

ス・センター（ミニ図書館）管理の訓練を受けた。機材の操作・保守マニュアル、及びミニ・リソース・センター（ミ

ニ図書館）のマニュアルは作られている。機材（ミニ図書館用 PC）の利用頻度は毎就業日で、保守状況は良

好。新規書籍、雑誌、ニュースレター、刊行物のリストは各 RETPC で作成されている。 
5) RETPC とプロジェクト・チームの C/P 合計 22 名が貿易情報・振興サービスのための IT 操作・保守の訓練を

受けている。RETPC は、NAFED の HP にリンクされた自身の HP を通して IT を利用した情報・振興サービ

スを中小企業に提供している。HP 管理のためのマニュアルが策定されている。 
6) 「RETPC の管理体制」のマニュアルは策定ずみ。他地域に RETPC を設立するためのマニュアルは、プロジ

ェクト終了までに策定する予定である。プロジェクト・チームのすべてのC/Pは、OJTにより、RETPCの能力形

成プログラムを他地域で繰り返すための訓練を受けている。 
(2) プロジェクト目標 

研修分野では、2005 年末までに、中小企業からの受講者 2,999 人が RETPC の貿易研修を受けている。研修を

利用した中小企業の 22.5%が研修目的で再び RETPC を利用している。貿易情報分野では、毎日平均 295 の利用

者が NAFED の HP にアクセスしている。貿易振興分野では、半年に 278 社の中小企業がバーチャル見本市に参

加し、半年に 59 社の中小企業が RETPC の常設展示（ミニ・ディスプレイ）に参加している。自立発展性という点で

は、RETPC の総歳入に占める州政府予算の割合は、2005 年度末（インドネシア会計年度）において、東ジャワ州で

10.3%、北スマトラ州 3.2%、南スラウェシ州 14.8%、南カリマンタン州 9.3％であった。 
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(3) 上位目標 
上位目標レベルのインパクトが既にある程度見受けられ、RETPC の提供するサービスは既に、中小企業の輸出振

興に貢献し始めていることが確認された。実際に輸出に成功した事例も出現している。 
(４) 投入計画と実行 

質問票・インタビューの結果及び各 RETPC の活動記録から判断すると、各アウトプットはほぼ達成されている。日

本側の投入は計画通りで、その質・量・タイミングは全体的に適切であった。インドネシア側の投入も全体的に計画通り

であり、タイミング・質・量はほぼ適切であった。一部の地域で投入などの遅れが見られたが、日本側・インドネシア側双

方の努力により、アウトプットの達成に大きな負の影響をもたらすことにはならなかった。 
 

2. 5 項目評価 
(1) 妥当性 

インドネシア国において、中小企業は企業数・雇用割合の面で非石油・ガス産業の中で高い比率を占め中小企業

振興及び輸出振興は 2005～2009 年のインドネシア国の国家開発計画、及び「ODA 大綱」・「対インドネシア国別援

助計画（2004 年）」において重要視されている。輸出振興を担う NAFED 及び輸出を実際に行う中小企業等の人材

育成を実施する IETC の組織的ニーズにも合致している。本プロジェクトの妥当性は高いと言える。 

(2) 有効性 
RETPC の全てのモデルは中小企業へのサービスを既に提供しており、指標についてもその実績は計画値を既に

達成している。東ジャワ州、北スマトラ州、及び南スラウェシ州の RETPC（2002 年 9 月、2004 年 4 月、及び 2004 年

6 月設立）においては、州政府（DINAS）の C/P は、プロジェクト・チームから必要な支援を受けながら、彼ら自身で活

動を行っている。2005 年 2 月に設立された RETPC 南カリマンタン州では、プロジェクト・チームの技術 C/P の全面

的支援を受けながら活動を実施している。また、各アウトプットのプロジェクト目標の達成に十分貢献している。プロジ

ェクト目標の順調な達成度合い、及び各アウトプットのプロジェクト目標の貢献度から、有効性は確保されたといえる。

(3) 効率性 
   日本側の投入は計画通りで、その質・量・タイミングは全体的に適切であった。インドネシア側の投入も全体的に

計画通りであり、タイミング・質・量はほぼ適切であった。ただし、東ジャワ州以外の 3 州では、州政府による RETPC 建

物・施設の整備が、手続き及び建物改修の遅延によって遅れた。北スマトラの場合は、2004 年度と 2005 年度（インド

ネシアの会計年度）の予算執行が遅れた。これらの遅れは、日本側・インドネシア側双方の努力により、アウトプットの

達成に大きな負の影響をもたらすことにはならなかった。 

 (4) インパクト 
中小企業への質問票及びインタビュー結果によれば、上位目標レベルのインパクトが既にある程度見受けられ、

RETPC の提供するサービスは既に、中小企業の輸出振興に貢献し始めていることが確認された。多くの中小企業

は RETPC の研修で得た知識・技術等をビジネスに適用しており、一部の中小企業は外国・地元バイヤーとコンタクト

を取り始め、既にサンプルを送っている。実際に輸出に成功した事例も徐々に出現してきている（インド・ヤサイ社

等）。また、RETPC の同窓生はネットワークを形成し、マーケット情報を共有し、RETPC から得た知識を広めている。

(5) 自立発展性 
自立発展性は、財政面でUPTDステータス1の取得による予算確保と自己収入の獲得が今後期待され、技術面に

おいてもNAFED/IETCの継続的支援を含めて中小企業へのサービス向上が期待できる。総合的に自立発展性の

見込みは高いと考えられる。 
財政面では、RETPC が UPTD のステータスを取得すれば州政府からの予算確保、また貿易サービスの提供が可

能となり自己収入を得ることができるようになる。州政府は UPTD ステータスの重要性を理解し、州知事と議会に

UPTD 取得のプロポーザルを提出する計画を有しており、取得の見込みは高いと考えられる。 
技術面では、NAFED 及び IETC は、関連活動を自ら運営管理し、RETPC に技術移転をするための十分な能力

を身につけた。RETPC の多くの地域では、州政府からの C/P の技術能力は徐々に向上してきた。技術 C/P が引き

上げて以降、彼らは活動を自分たちで計画・実施・モニタリング・評価してきた。プロジェクト終了後、RETPC は IT 機

材を保守するための予算及び技術能力不足などの課題を抱えているが、一部地域では中小企業へのサービスを

NAFED/IETC からのサポートをほぼ受けずに提供できる見込みである。今後もまた NAFED と IETC からの継続的

                                                 
1 UPTD(Unit Pelaksana Teknis Daerah)とは州政府認定の地方技術実施ユニットのことを示す。UPTD 取得することで、RETPC は州政府

傘下機関として貿易サービスを提供し自己収入を獲得でき、将来的に独立運営が可能となる。 



 

4 

支援と RETPC 内の良好なコミュニケーションが必要であり、実際に NAFED/IETC は RETPC の活動を支援する職

員の能力強化を計画しており、継続的支援が見込まれる。 
 

3. 効果発現に貢献した要因 
(1) 計画内容に関すること 

NAFED は非石油製品の輸出発展のための活動を調整・実施するための機関であり、IETC は NAFED 傘下の

貿易研修の実施機関である。プロジェクトは、ターゲット受益者が同じ（＝中小企業）である両者の活動が十分連携さ

れるようにデザインされており、相乗効果がもたらされている。また、RETPC レベルでは、研修及び情報/振興機能が

一つ屋根の下に設置されており、地域の中小企業に対し、統合的サービスを提供する大きな機会となっている。 
(2) 実施プロセスに関すること 

・プロジェクト内部、及びプロジェクトと州政府(DINAS)の円滑なコミュニケーション。 
プロジェクトチーム内の円滑なコミュニケーションは、RETPC 設立にかかるサポート体制構築に貢献してきた。 
中央政府から派遣された技術 C/P と州政府 C/P との間で円滑なコミュニケーションを実現し、技術 C/P が中央政府

に戻った RETPC では、追加的なサポートを得るため、引き続き連絡をとっている。 
・プロジェクト内部モニタリング体制の確立。 
プロジェクトチームは NAFED において毎週会合を開いている。これらの会合は、活動計画の全体的な進捗を議論

するなど、プロジェクト進展管理に貢献してきた。 
 

4. 問題点及び問題を惹起した要因 
アウトプットの指標は一部さらに整理し見直す必要があったことから、プロジェクト・チーム及び評価調査団により同

見直しを行い、PDM 策定時に意図していた判断基準を明確にすることで、十分な評価を実施することができた。 
 
5. 結論 
 本プロジェクトは、順調に目標を達成する見込みであり、計画通り、2006 年 6 月に終了する。 
 
6. 提言 
上記の評価結果より、以下の提言を行う。 
a. 中小企業へのサービス向上 

各々の地域の中小企業の現状に合ったサービス提供を行うために、定期的にニーズ調査を行い、常に最新のニー

ズを把握し事業を検討していく必要がある。また、インドネシア国や各地域のリソースを活かし、中小企業輸出振興の

知見を持つ機関や講師などを活用していく必要がある。さらに成果を出すために、モニタリングとフォローアップが求め

られる。 
b. NAFED/IETC の継続的支援体制の確立と UPTD ステータスの取得 
  RETPC の自立発展を促すためにも中央政府、特に NAFED/IETC からの継続的な協力が必要となる。

NAFED/IETC は RETPC 支援のための予算確保はできるとのことであるため、恒常的にバックアップできるような体

制を構築することが中央政府に必要である。一方で、自己収入確保のために UPTD ステータスの取得が急務である。

c. ＲＥＴＰＣ及び NAFED/IETC における IT 機材保守のための予算確保と C/P 能力向上 
  IT 機器の操作・保守費の予算不足であり、十分な予算が措置される必要がある。また、RETPC/NAFED の職員

で機材操作の技術を十分に有していない者もおり、研修やインドネシア語のマニュアルなどが必要である。 
 
7. 本プロジェクトからの教訓  
(1) 地方分権化における中央政府と州政府の協力のあり方 

州政府の強いリーダーシップと中央政府のきめ細かい支援との融合は、プロジェクトを成功へと導く。本プロジェクト

で、州政府は土地、建物の設備、RETPC のスタッフ及び活動経費を負担し、中央政府は RETPC 支援要員の派

遣、活動経費等の一部負担を行なった。両政府の密接な協力関係の下、プロジェクト運営が行われたことが、本プロ

ジェクト成功の大きな要因であった。 
(2) 貿易研修サービスと貿易情報・振興サービスの統合の有効性 

多くの国々で地方分権化が推進されている中で、地方に RETPC のように貿易研修サービスと貿易振興サービス

の二つのサービスを統合し、相乗効果を生み出すサービスを実施する政府機関は稀であり、このプロジェクトから学

ぶべき点が多いと思われる。 
以 上
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